
 

 1 

令和８年６月30日 

 

三鷹市議会議長 伊 藤 俊 明 様 

 

まちづくり環境委員長 土 屋 けんいち 

 

まちづくり環境委員会審査報告書 

 

本委員会に付託された事件を審査の結果、下記のとおり決定したので報告いたし

ます。 

 

記 

 

○ 委員会開会年月日 

 

(1) 令和８年５月18日 

(2) 令和８年６月18日 

(3) 令和８年６月30日 

 

○ 付託案件及び審査のてんまつ 

 

１ 議案第27号 三鷹市東八道路沿道環境誘導地区内における建築制限の緩和等に

関する条例 

 

この議案は、建築基準法第49条及び第50条の規定に基づき、都市計画法第８条第

１項第２号に規定する特別用途地区として指定する東八道路沿道環境誘導地区内に

おける建築物の建築制限の緩和等に関し必要な事項を定めるため、提案されたもの

であります。 

 

本件審査に当たり、委員から出された主な質疑は次のとおりであります。 

 

・特別用途地区として東八道路沿道環境誘導地区を指定することとした考え方と

地域課題解決の効果及び沿道他市区の状況等について 

 ・既存建物や東八道路に接した住宅への影響及び沿道緑化と自動車出入口等にお

ける交通安全の確保等について 

 ・説明会において市民から出された意見と条例の周知等について 
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 ・指定する区域に係る考え方と将来における区域追加の可能性等について 

 ・後背地への影響と区域内におけるデータセンター建築の可否及び建築する場合

の要件等について 

 

また、委員会は審査の参考とするため 

 

・東八道路沿道環境誘導地区の概要 

・用途地域内の建築物の用途制限 

・三鷹都市計画東八道路沿道環境誘導地区計画書 

・三鷹都市計画東八道路沿道環境誘導地区計画図 

・関係法令集 

・三鷹市東八道路沿道環境誘導地区内における建築制限の緩和等に関する条例施

行規則（案） 

・隣地境界からの後退距離の求め方 

 

の資料の提出を求め、審査を進めました。 

 

次いで、議案第27号について採決いたしました結果、本件については、全員異議

なく原案を可決すべきものと決定いたしました。 

 

２ ８陳情第11号 「中東情勢に伴う石油関連製品の価格高騰・不足等に対する対

応」を求めることについて 

 

三鷹市所在 

東京土建一般労働組合三鷹武蔵野支部 

代表 島村  新 ほか １人 提出 

 

委員会は本件審査に当たり、陳情者からの補足説明及び市側の説明を聞きました。 

 

また、委員会は陳情者より 

 

・中東情勢による建材価格高騰・入手困難等に関する緊急アンケート調査結果

（５月末集約版） 

 

の資料の提出を受け、審査を進めました。 
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次いで、討論に入りましたが、その過程で大要次のような意見が述べられました。 

 

〔反対討論〕 

(1) 成田ちひろ委員（つなぐ三鷹の会） 

石油関連資材の価格高騰と供給不安が、市内中小事業者の経営に影響を与えて

いるという実態、陳情者の説明を受けての思いは真摯に受け止めている。 

しかしながら、本陳情で求められている中でも、特に市独自助成制度の創設に

ついては、制度設計や財源確保の面で課題が大きいことが分かった。 

資材価格高騰や供給不安は、国際的な市場動向に起因する側面が大きく、国や

東京都による広域的な対応がより効果的であるとも考える。 

一方で、一基礎自治体として、刻々と変化していく現状の把握に引き続き努め、

対応を検討していくことが必須であることは言うまでもないということをお伝え

した上で、本陳情を採択することについては反対とする。 

 

〔賛成討論〕 

(1) 栗原けんじ委員（日本共産党三鷹市議会議員団） 

中東情勢は、ナフサ由来の資材不足など、国内経済に深刻な影響をもたらして

いる。陳情質疑からも、三鷹市内事業者も例外ではなく、大変大きな影響を受け

ている実情が分かった。 

高市首相は、国内の中小事業者の営業、市民生活が危機に瀕しているにもかか

わらず、現状を単なる流通上の目詰まりの問題だとして業者の苦境、危機的状況

に正面から解決しようとしていない。イラン情勢はなお不安定で、停戦に至った

としても、当面の間、資材、原材料不足、価格高騰の終息までには一定の時間が

かかることが想定される。このような現状に対し対応をしなければ、中小事業者

や医療、福祉機関が倒産や廃業に追い込まれかねない。担い手が失われれば、ま

ちの大切な経済、社会保障の基盤が崩れてしまう。 

三鷹市、東京都、政府は、事業者の実態をリアルにつかみ、声に耳を傾け、要

望に応える緊急対策、固定費補助や税の減免、給付金などの直接支援を直ちに取

り組むべきである。 

この立場から、陳情に賛成する。 

 

以上の討論の後、８陳情第11号について採決いたしました結果、本件については、

賛成多数をもって採択すべきものと決定いたしました。 

 

３ 所管事務の調査について 

まちづくり、環境に関すること 
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本件については、なお調査の必要がありますので、議会閉会中の継続審査の議決

をお願いいたします。 

 

 

 


